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研究成果の概要（和文）：紛争後の社会再建における市民社会支援の重要性が認識されているが、これまで社会の固有
要因に配慮した市民社会支援の在り方についての議論が欠落していた。本研究では、フィールドワークに基づく３地域
の事例研究（東ティモール、アフガニスタン、南スーダン）により、国際的な援助政策・体制が、市民社会、コミュニ
ティの変容にもたらす影響を分析した。３つの事例により、国際支援としての援助政策、コミュニティへのサービスの
機能化が及ぼすコミュニティへの影響が市民社会構築へのプロセスに多大に関連していることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： Even though international peacebuilding efforts tend to be driven by top-down app
roaches, bottom-up peace building, and building civil society is crucial because it involves grassroots pa
rticipation and incorporates the viewpoints of participants and victims. This research discusses the best 
type of building civil society for promoting a more sustainable and inclusive form of peace in the field, 
using the examples of Timor Leste and South Sudan,  and Afghanistan, which have undergone the process of n
ew state building. These three case studies show that since there is a considerable gap between top-down a
nd bottom-up peacebuilding movements, there is a significant demand for building civil society as a bridgi
ng function that could promote effective peacebuilding initiatives to fill these gaps. 
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１. 研究開始当初の背景 
 今日の紛争は、民族、宗教、テロ集団等非

国家のアクターが絡み、兵士と民衆の境界線

がなく、市民を犠牲に巻き込む状況となり、

市民社会、コミュニティ（地域社会）は大き

な影響を受けている。紛争による変化は、市

民社会の規範、価値、コミュニティを接合す

る社会関係、国家の橋渡しをする社会構造を

損なう。このため、外交的な対応や、トップ

ダウンのアプローチでは達成できない「下か

らの平和」、市民社会による平和構築への貢

献の重要性が高まっている。近年、国連をは

じめとする主要援助機関では、平和構築過程

における非国家アクターの重要性を認識し、

政策フレームワークを立ち上げ、市民社会へ

の支援を増加させている。 

 しかしながら、市民社会支援の形態の大半

は、NGO を通じたプロジェクト支援（ター

ゲットグループのみを対象とした期間限定

の支援）に留まっている。このような支援形

態は、現地の人々やコミュニティの主体性を

高めながら持続的な平和につなげる効果が

薄いことや、市民社会の分裂を引き起こす側

面が指摘されている。市民社会の置かれてい

るコンテクスト、社会の特性、歴史、紛争の

フェーズ等の要素を繊細に配慮した分析と

支援手法、政策が求められているが、実証的

な研究は緒についたところである。本研究の

目的は、紛争後の緊急・復興支援における市

民社会、コミュニティへの影響を探り、コミ

ュニティの視点から支援の現状と課題を分

析することで、今後の市民社会支援の在り方

への指針を提示することである。 

  本研究では、複数の紛争後の国・地域で

の市民社会、コミュニティの社会変容を、国

際社会の支援のインパクトを分析しながら、

緊急・復興支援政策研究と地域研究の両面か

ら精査し、多面的に紛争後の市民社会支援の

在り方を検討するものである。 
 

 

２．研究の目的 
紛争後の社会再建における市民社会支援

の重要性が認識されているが、これまで社会

の固有要因に配慮した市民社会支援の在り

方についての根源的な議論が欠落していた。

本研究では、フィールドワークに基づく３地

域の事例研究（東ティモール、アフガニスタ

ン、南スーダン）により、紛争後の復興過程

における市民社会、コミュニティの変容を、

緊急・復興支援政策研究と地域研究の視点か

ら多面的に精査することで、今後の市民社会

支援の在り方について再検討する。 
 
３．研究の方法 
研究の柱は、3 つの国・地域における紛争

後の復興過程において、コミュニティ、市民

社会を支援におけるニーズを分析し、市民社

会支援の方策について検討することである。

紛争地域での復興過程においては、コミュニ

ティは様々なレベルで国際社会の援助の影

響を受けている。このような緊急復興過程に

おける国際社会からの支援の影響を異なる

国、地域で、緊急・復興支援政策研究と地域

研究からアプローチを行う。 

 緊急・復興支援政策研究のアプローチとし

ては、① 国際社会、国際機関における紛争

地域における支援政策分析、② 主要援助機

関による市民社会支援政策分析、③ 市民社

会支援に関連するプログラム分析、である。 

地域研究からのアプローチとしては、① 対

象コミュニティにおける世帯調査、② 対象

コミュニティの復興過程に関する意識調査

等を利用し、緊急・復興支援と、社会関係資

本<信頼、結束、ネットワークなどコミュニ

ティ内の社会機能、政府、他コミュニティな

ど外部組織との関係強化機能>の相互作用解

析、学校を取り巻くコミュニティの関わりの

変容分析を中心とする、③ ＮＧＯ、住民組

織の動向調査、④ 市民社会支援にかかわる

プロジェクトの裨益者インパクト調査 で

ある。（なお、治安状況による制約のため、



意識調査は東ティモールのみで実施。アフガ

ニスタンにおいては、日本等で研究者、市民

社会支援関係者を招きヒアリング調査を実

施した。） 

 この 2つのアプローチを統合して、3つの

事例（東ティモール、アフガニスタン、南ス

ーダン）を比較検討し、ミクロ、マクロの両

面から、市民社会、コミュニティの変容と、

市民社会支援の実態を重層的にとらえるこ

とで、「市民社会支援」の在り方について考

察した。 

 
４．研究成果 

紛争地域においては、紛争の原因について

配慮しながら、複雑で多様なコミュニティ、

市民社会の立場を偏りなく体現させつつ、現

地主導のプロセスを伴った支援の実践が鍵

となる。しかしながら、従来の市民社会支援

は、コミュニティ、市民社会の構成員ではな

い国際あるいは現地 NGOを通じ、「プロジェ

クト」を支援として対応されることが多かっ

た。本研究では、対象コミュニティにおける

市民社会の実態を、NGO のみならず、対象

コミュニティの復興過程の全体像を浮き彫

りにしながら、コミュニティの構成員の視点

で緊急・復興支援のインパクトを分析した。

主な成果は以下の通り。 

（１）東ティモール 

 ３回に亘る現地調査を実施し、2005 年度

に行ったコミュニティの復興過程における

意識調査と同様の質問項目で、2012 年に同

じコミュニティを対象に 2006 年の内乱を経

た後の意識調査を、アンケート、フォーカル

グループディスカッション方式で実施した。

社会基盤、制度も整備される中で、復興過程

が、物心両面で大きく進む反面、新たに同地

域に大きな影響を与えることになった国際

NGO によるインパクトと、自律的な開発の

狭間で苦悩するコミュニティの姿が浮き彫

りになった。さらなる詳細は現在も分析、調

査中である。 

（２）アフガニスタン 

 治安状況の制約により、日本でのインタビ

ューのみ行った。市民社会組織の能力強化を

目的とした全国的に展開されている研修事

業を通じて、治安の悪い状況の中でも、市民

社会組織がネットワークを少しずつ広範囲

に構築し、政策提言、コミュニティサービス

の補完において社会的な機能を果たしてい

る状況が認識された。2012 年に実施された

アフガニスタン支援国会合に向けての 30 団

体による市民社会組織からの提言と今後に

向けての課題は、英語版、日本語版両方で冊

子にまとめた。 

（３）南スーダン 

 ２回に亘る現地調査を実施し、主に独立前

後から南スーダンの国づくりに適用された

国際的援助政策（パリ援助効果宣言、

Principles of Good International 

Engagement in Fragile States）の市民社会

支援への影響を考察した。グローバルな枠組

みの適用によって、国レベルのチャンネルが

強化されることで、市民社会構築への対応が

非効率かつ困難になることが明確になった。

市民社会構築が平和構築において重視され

る潮流があるものの、最も新しい事例として

進行中の大規模な新しい国家作りには十分

な施策が取り入れられていないことの影響

が明らかになった。2013 年の南スーダンに

おける危機の再発の起因としては政治的な

要因が大きいが、新たに紛争防止を取り入れ

る必要が生じる復興政策において、市民社会

支援の重要性をどのように捉えていくのか、

さらに調査を進めていきたい。 

 

 これら３つの事例により、緊急・復興支援

政策、プロジェクトがコミュニティや市民社

会に及ぼす影響が、それぞれのコンテクスト

で明らかになった。国際支援としての援助政

策、コミュニティへのサービスの機能化が及



ぼすコミュニティへの影響が市民社会構築

へのプロセスに多大に関連している。市民社

会構築が、紛争後の平和構築支援の新しい視

野を拓く要因として更なる認識をもたらす

よう、研究を進めていきたい。 
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